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概 要 
企業の不正が止まらない。日産自動車では日産を V 字回復させたカルロス・ゴーン氏と代表取締役が
金融商品法違反の容疑で逮捕された。東芝における不正会計事件は経営者が従業員に不正を指示し、従
業員はそれに従い不正を行っていたものであり、内部統制機能が機能していなかったことが明らかにな
った。神戸製鋼所では多くの事業所で顧客要求仕様を満たさない製品が製造され出荷されていた。コン
プライアンス遵守が声だかに叫ばれ、大企業であるほど社内、社外からの目が厳しくなる中で、それで
も不正が発生してしまうのはなぜか。	
上記問いに答えるために、従業員個人が単独で行う不正、そして組織ぐるみで行われる組織の不正に
分けて事例研究を行った。従業員個人が単独で行う不正に関しては、米国の犯罪学者である Cressy が提
唱した不正のトライアングル理論を元に青森県住宅供給公社事件を分析した。不正のトライアングル理
論とは、不正は①動機（不正行為を実行することを欲する主観的事情）、②機会(不正行為の実行を可能
ないし容易にする客観的事情)、③正当化（不正行為の実行を積極的に是認しようとする主観的事情）と
いう 3 つの不正リスク要因がすべて揃ったときに発生するという考えである。青森県住宅供給公社事件
では、当時経理を担当していた従業員において 3 つの不正リスク要因が全て揃い発生したものであるこ
とが分かった。	
組織の不正に関しては、組織文化、展開型ゲームを使用して三菱自動車のリコール不正、東芝の不正
会計を分析した。そこでは日本的雇用慣行である終身雇用、年功序列が組織文化に大きく作用し、そし
て不正が発生したことが判明した。こうした不正を防ぐためには、経営者や従業員にとっての便益の価
値観を変える必要性、すなわち組織文化の変革が必要であることが明らかになった。ただ単にコンプラ
イアンス意識の徹底を行うという取り組みではなく、社内規定で不正を行った際の処罰を明確に明記
し、経営者、従業員にとって不正を選ぶことが合理的ではないということを企業として宣言すべきであ
る。加えて、従業員の意識変化だけに任せるのではなく、不正発生を行わないようにするモニタリング
機能の導入が必要不可欠であること、そして終身雇用や年功序列のメリットを反映した新たな制度設計
が必要であることが判明した。	
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1.はじめに  
近年、日本を代表する企業において相次いで不正が発覚している。本論文を執筆し
ている 2018 年にも不正発覚のニュースが各メディアを騒がせている。	
スルガ銀行の不正融資問題では、シェアハウスやアパートなどの投資用不動産への
資金を必要とするオーナーに対して不適切な融資が行われていた。本来であれば自行
の融資基準に満たないケースであっても、自行の審査部門に提出する書類を融資基準
を満たすように改ざんし、融資を承認させるといった不正が行われていたのである。
金額規模としては融資総額のおよそ 3 分の１にあたる 1 兆円規模であり、スルガ銀行
には書類改ざんといった不正を行う組織文化があったと思われてもおかしくない。こ
うした不正が発生した原因に、スルガ銀行の過剰なノルマが原因の 1 つとして考えら
れている。「増収増益を至上命令とする経営陣の元で、営業マンは不動産などの有担保
ローンで「毎月 1 億円」の新規融資といった厳しいノルマを課されていた。本来は対
象外であるはずの、年収や金融資産が少ない人にも融資しなければノルマは達成でき
ない。年収や金融資産の裏付けとなる資料の改ざんを誘導・黙認するなどして、属性
の低い顧客にも融資していた(日本経済新聞	 2018 年 8 月 22 日)」。不正を実行したの
は営業マンである従業員個人であるが、不正をしなければならない環境を経営陣が作
っていたことから、組織の不正であると考えられる。	
この他にも 2018 年は多くの企業不正が発覚した。日産自動車では日産自動車を V 時
回復させたカルロス・ゴーン氏と代表取締役が金融商品法違反の容疑で逮捕された。
レオパレス 21 では建築基準法違反の疑いで全棟調査が行われ、清水建設ではリニア中
央新幹線における談合問題で東京地方検察庁に捜査及び公正取引委員会による立入監
査が行われた。その他にもまだまだ、企業の不正は相次いで発覚している。	
そもそも、不正とは何をもって不正というのだろうか。八田(2011)は「企業不正」
の定義とは、1 つの答えとして「企業が社会的制裁や批判を受けるような行為」と定義
し、「企業不正」の実質的な定義とは、すなわち「コンプライアンス違反である」と述
べている。ここでのコンプライアンスが意味するものは法令を遵守することだけでは
ない。三省堂大辞林によると「特に、企業活動において社会規範に反することなく、
業務を遂行することをいう」と記載がある。よって、法令化されていないが、社会通
念的に考えておかしな行為はコンプライアンス違反となるのである。日本公認会計士
協会(2006 年)は、不正とは財務諸表の意図的な虚偽の表示であって、不当または違法
な利益を得るために他者を欺く行為を含み、経営者、取締役等、監査役、従業員、又は
第三者による意図的な行為をいうと定義している。ここで重要なのは「意図的な行為」
でなければ不正にならないということである。瑕疵の場合は不正にはあたらないので
ある。よって、不正が個人または組織ぐるみで行われる場合は、その当事者が意図的
に不正を行なっていることが不正を定義づける要件となる。	
今回、論文のテーマを「企業の不正発生メカニズム」にした理由は、私自身が勤務
する企業もいつ不正が発生してもおかしくないという危機感を抱いたところから始ま
っている。現在、私は大手重厚企業の子会社に勤務している。親会社は 2007 年に橋梁
工事をめぐる談合事件を受け、国土交通省から建設業法に基づき 45 日の業務停止命令
を受けるという事態を招いている。その後も、有価証券報告書が上場廃止基準である
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虚偽記載にあたる可能性があるとして東証指定管理ポストに指定されてしまった過去
がある。そうした経緯もあり、親会社含むグループ会社では不正を再発させない仕組
みとして日々のコンプライアンス遵守意識の徹底、E ラーニングを用いてのコンプラ
イアンス講座、社外取締役制度の導入、内部通報制度と、様々な方法を用いて従業員
のコンプライアンス意識を向上させようと務めている。	
しかし、私は、不正は起きるときは起きると考えている。なぜなら、どんなに従業
員にコンプラアンス意識を徹底させようとも、人間はときに(自分にとっては)合理的
と思える選択肢を選び、不正を行ってしまうからである。「人間はそれが過ちであると
理解していても、その人間を取り巻く環境によっては合理的な判断から不正を行って
しまう」という問いを証明するために、本論文では以下の構成をとる。まず、第 2 章
では個人の不正を取り上げる。なぜ個人が単独で不正を行ってしまうのか、米国の犯
罪学者である Cressy の不正のトライアングル理論を説明し、実際に発生した不正に当
てはまるか検証を行う。次に第 3 章では組織の不正としてゲーム理論を使用して組織
文化を取り上げる。第 2 章では「個人」に着目したが、第 3 章では「組織」に着目す
る。組織は組織を構成するメンバーの入れ替わりが発生するが、組織において脈々と
受け継がれる暗黙のルールである組織文化が、どのように組織の不正に影響を与える
かゲーム理論を使用して説明し、上司と部下の 2 名のプレイヤーが行うゲームにおい
て、なぜ不正という選択肢が選ばれるのかを明らかにする。第 4 章では第 3 章に引き
続き組織の不正を取り上げるが、第 4 章では展開型ゲームを使用し、東芝の不正会計
を元に、不正が発生する過程における経営者と従業員の利得関係を明らかにし、なぜ
経営者は不正を従業員へ指示し、従業員はその指示に応えるのか分析する。また、ど
のような仕組みがあれば、経営者と従業員が不正を行わないという選択肢を選択する
ようになるのか説明する。そして最後に第 5 章で結論を示す。	
 
2.個人の不正  
2.1  不正のトライアングル理論 
不正には大きく分けて個人が単独で行うものと、組織ぐるみで行われるという 2 種
類が存在する。1 章で述べたスルガ銀行、また現在調査中ではあるが日産自動車の金融
商品法違反に関しては組織の不正であると考えられる。一方、組織ぐるみではなく、
個人が単独で行うのが個人の不正である。個人が不正行為を行う仕組みに関する先行
研究として、米国の犯罪学者である Cressy の研究が広く知られている。Cressy(1953)
は実際の犯罪者(横領犯)が犯罪を犯す要因について研究し、横領犯は①他人と分かち
合えない金銭問題を抱えていること、②財産を委託された地位を悪用することで、そ
の金銭問題を密かに解決できると自己認識していること、③財産を委託された者は財
産を使い込んでも良いという考え方を自分の行動に適用できること、という 3 つの条
件が揃ったときに不正行為を行うという仮説を立てた。	
Cressy の仮説は図 1 の「不正のトライアングル」として知られている。すなわち、
不正行為は①動機（不正行為を実行することを欲する主観的事情）、②機会(不正行為
の実行を可能ないし容易にする客観的事情)、③正当化（不正行為の実行を積極的に是
認しようとする主観的事情）という 3 つの不正リスク要因がすべて揃ったときに発生
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するという考えである(八田、2011)。	
 
図 1	不正のトライアングル	(出展)八田(2011)	
	
まず、①の動機(不正行為を実行することを欲する主観的事情)について説明する。
Cressyは「他人と分かち合えない金銭的問題を抱えていること」と述べているように、
他人の助けを借りることができない状況であることが動機として考えられている。例
えば、家のローンや子供の学費など、なかなか人に打ち明けることが難しい問題を抱
えていることなどが考えられる。金銭的な問題以外の動機では、会社内での問題も考
えられる。例えば、上司から達成不可能なノルマを掲げられており、達成しない場合
は怒鳴られる、減給されるといった状況が考えられる。こうした不正を実行すること
を欲する主観的事情が、不正が実行されるにあたり最も重要な要因となるのである。	
次に、②機会(不正行為の実行を可能ないし容易にする客観的事情)について説明す
る。機会とは、不正を行おうと思えばいつでも容易に行える状況(地位や役職)にある
ことをいう。例えば、企業で従業員による横領が行われる場合は、その従業員しか財
務に携わっていない状況である事例が多い。従業員一人に企業の出入金業務を任せて
いたために、従業員が帳簿を不正に改ざんし横領を行なっていたというケースである。
従業員 1 人に出入金業務を任せてしまうとチェック機能が働かず、容易に横領が可能
になる。これが不正を実行することを容易にする機会である。	
最後に、正当化（不正行為の実行を積極的に是認しようとする主観的事情）に関し
て説明する。正当化とは、不正を行う者が自分自身に対して不正を行うことへの都合
の良い理由を作り、自分自身を納得させることである。例えば、何らかの理由で金銭
的に困っている経理担当者が会社のお金を横領するにあたり、「このお金は横領ではな
く会社から借りたお金であり、あとで返せばいい」と都合の良い理由を自分自身に言
い聞かせて横領することが例としてあげられる。客観的に見ればどんな理由であれ横
領は横領ではあるが、経理担当者にとっては横領ではなく、会社から借りたものなの
である。こうした正当化も不正が発生する要因となる。これまで説明してきた①動機
（不正行為を実行することを欲する主観的事情）、②機会(不正行為の実行を可能ない
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し容易にする客観的事情)、③正当化（不正行為の実行を積極的に是認しようとする主
観的事情）、この 3 つの要因が揃ったときに不正は発生するとされている。	
この理論にもう 1 つの要因を付け加えたのが Wolfe	 and	 Hermanson	 (2004)である。
彼らは動機、機会、正当化に加え、能力という 4 つの要因が揃ったときに不正は発生
するとした。能力とはすなわち地位だけではなくマインドである。具体的には、①内
部統制の弱点を理解し、自身の地位や権力を最大限利用可能な頭の良さ、②強い自我
と大きな自信、③他人に詐欺を犯したり隠したりすることを強要することが可能、④
調べられても嘘を突き通せるスキル、である。クレッシーの不正のトライアングル理
論では個人が置かれている環境と個人の内面に焦点がおかれていたのに対して、Wolfe	
and	Hermanson は個人の不正を実行するにあたっての能力にも言及している。	
西川(2018)は Cressy の不正のトライアングル理論を発展し、個人に 3 つの不正リス
ク要因(動機、機会、正当化)が揃っていない場合でも、組織においてこれら 3 つのリ
スク要因を 1 か 2 つ有している人間が、他の人間と影響を与え合うことで、残る要素
を獲得し、組織の不正は発生すると説明している。例えば、A という人間が動機と機会
という不正リスク要因を持ち、残る正当化という不正リスク要因を B という人間が持
っている場合、A と B とが何らかの関係を持つことで A と B には不正リスク要因が 3
つ揃い、組織の不正が発生するという考え方である。	
西川は組織の不正に関して Cressy の不正のトライアングル理論を発展する考え方で説
明しているが、本論文では不正のトライアングル理論はあくまで個人の不正のみにその考
え方を適用し、組織の不正に関しては組織を構成する人間の利得をゲーム理論・展開型ゲ
ームで説明している点が西川と異なる点である。	
 
2.2  事例：青森県住宅供給公社事件 
本節では 2001 年に発覚した青森県住宅供給公社事件に関して、不正のトライアング
ル理論を用いて説明する。	
この事件は青森県住宅供給公社（以下青森住供）の元経理担当主幹(以下 A)が、1993
年から 2001 年までに約 14 億円を横領していた事件である。青森住供は地方住宅供給
公社法に基づいて設立された特殊法人であり、青森県および県内 8 社が出資していた。
理事長や理事長以下の幹部は出資自治体の現職幹部が任用されている状態であった。
A は青森住供に就職後、一貫して経理畑を歩んでいた。一方で A の上司に当たる部長
以上はいわゆる天下りの人間であり、天下り後は 4 年程度で退職し別の天下りした人
間と入れ替わるため、部長以上は経理業務に精通していなかった。よって、就職後一
貫して経理畑を歩んできた A が実質的な経理業務の権限を委ねられていた。	
しかし、A はどんなに頑張っても幹部に慣れない環境に不満をもち、毎晩のようにス
ナックに通うようになった。給料だけでは足りなくなり、消費者金融会社からも借金
をするようになった。お金に困るようになってしまった A は青森住供のお金を横領す
るようになる。平成 5 年から平成 13 年までの間に 180 回も青森住供のお金を横領する
ようになり、その総額は約 14 億円に上った。	
なぜ、A は逮捕されるまで横領を繰り返すことができたのか。それは A が経理の実
質的な権限を握っており、横領を隠蔽するために青森住供の経理データを改ざんし、
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帳簿や預金残高の数字を合わせる隠蔽工作を行っていたからである。企業であれば 1
人の経理担当者に全てを任せるのではなく、複数の人間に経理を担当させる、または、
経理担当者の業務をチェックする上司や複数のチェック機能があるのに対して、青森
住供ではそうではなかったのである。天下りしてきた A の上司たちは経理業務の知識
はほとんどなく、全ての業務を A に丸投げしていた。そうした環境で A は横領を行っ
ていたのである。	
本事件を不正のトライアングル理論を用いて順に説明する。まず、①の動機(不正行
為を実行することを欲する主観的事情)について、A はスナック通い等による多額の交
遊費によって消費者金融会社から借金を重ね、周りの誰かに相談できずに、A はお金を
必要としていた。こうした事情は十分に横領を行う動機となる。	
次に、②機会(不正行為の実行を可能ないし容易にする客観的事情)について、A は経
理担当者として青森住供の出入金を管理する実質的な権限を持っていた。また、本来
であれば不正が発生しないように上司のチェック、もしくは何らかのチェック機能が
備わっていなければならないにも関わらず、天下りの上司は経理業務を全て A に丸投
げしていたためにチェック機能は働いていなかった。よって、A にとっては不正を行う
機会が備わっていたのである。	
最後に、③正当化（不正行為の実行を積極的に是認しようとする主観的事情）につ
いて、A は青森住共に就職後、真面目に経理業務を行ってきた。いずれは部長や上級職
になりたいと考えていたかもしれない。しかし、青森住供は地方住宅供給公社法に基
づいて設立された特殊法人であり、青森県および県内 8 社が出資していたため、部長
以上の理事長や理事長といった幹部は出資自治体の現職幹部が任用されている状態で
あった。どんなに頑張っても報われない環境は、A にとっては耐え難いものであったに
違いない。また、自身が最も経理業務に精通しているにも関わらず、自分の上司たち
よりも低い役職、収入でいることが我慢できなかったのであろう。そうした不満を解
消するためにスナック等に通い、そのお金を補填するために横領を行ったのである。A
の立場から考えると、こんなに業務を頑張っているのだから、少しくらい会社からお
金を横領しても悪いことではないという、自身に対する正当化が行われたのだと考え
られる。その少しくらいが継続して続いた結果、約 14 億円もの横領事件へと発展して
しまったのである。	
 
3.組織の不正 
3.1  組織文化 
前章では個人の不正が発生する要因として Cressy による不正のトライアングル理
論を用いて事例分析を行った。本章では個人単独ではなく、組織ぐるみの不正(組織の
不正)に関して述べる。組織の不正が発生する要因の 1 つとして、私は組織文化が大き
な要因であると考えている。なぜなら、上司の命令には絶対従うという組織文化があ
る企業においては、部下はその命令に逆らうことはできず、また逆らうということす
ら考えずに不正を行ってしまうからである。一方、間違っていることはたとえ上司で
あっても指摘するという組織文化であれば、不正は発生しづらい環境であると考える
ことができる。よって、組織の不正には組織文化が大きな要因であると考える。	
 8 
		そもそも組織文化とは曖昧なものである。Weber	and	Camerer（2003）は組織文化を
「正式な契約や明文化されたルールがないときに、どのように行動を取るべきか決定
づけるもの」であり、「組織構成員が共有する前提および世界観から生じる、広く共有
された理解」と説明している。つまり、組織文化とは組織構成員に共有された暗黙知
であり、その組織における行動の指針となるものである。分かりやすい例として、体
育会運動部における組織文化がある。厳しい上下関係において、上級生の意見は絶対
であり、下級生が上級生に意見することはできない。これは毎年部活の人間が入れ替
わっても代々受け継がれる組織文化である。	
私自身は幼い頃から部活に入りスポーツをしていたので不思議に思わないが、いわ
ゆる体育界系のスポーツクラブに入った経験がない人からすると不思議な文化である。
例えば、私は大学時代、バレーボールサークルに所属していた。そのバレーボールサ
ークルはサークルであるにも関わらずなぜか体育会の文化を持つサークルであった。
先輩が絶対的な権力を持ち、飲み会の席で先輩の前に座ったらまずは一気飲み、そし
て先輩にビールを瓶で注ぐ時はラベルを上向きにして注ぎ、先輩からビールを注がれ
るときはまずはグラスの中身を一気飲みして空になってから注いでもらう。こんな不
思議なルールがあった。何かに明文化されているわけでも、代々先輩から受け継がれ
た奇妙な組織文化であった。この組織文化を理解していないと上級生から厳しいお言
葉を頂くことになるので、サークルに所属するメンバーは全員がこの奇妙な文化を共
有していた。これは毎年サークルのメンバーが入れ替わっても変わることはなかった
(今でも続いているらしい)。	
		サークルという小さな組織において組織文化がある一方、企業という大きな組織で
も組織文化はある。特に、日本企業においては組織文化の元になる 3 つの要因が存在
する。それが①終身雇用制度、②年功制、③企業別労働組合、いわゆる日本的雇用慣
行である。簡単に説明すると、①の終身雇用制度は採用された 1 つの企業で定年する
まで働き続けることが可能な制度であり、特別な理由がない限りは解雇されない。②
の年功制は働いている年数や年齢に応じて役職を与えたり、賃金を上げたりするシス
テムであり、若いときは賃金が安いが、何年も 1 つの企業で働き続けることで賃金が
上がるものである。③の企業別労働組合は、労働者が主体となって作っている組織で
あり、雇用者と交渉して、労働者の地位や労働環境の改善などを求めることを主な役
割としている。この 3 つの要因によって、労働者は簡単に雇用主から解雇されること
なく、安心して労働に従事できている。戦後、日本が高度成長を成し遂げた要因には、
この日本的雇用慣行によるところが少なからずある。なぜなら、終身雇用制度によっ
て職の安全性を確保され安心して労働に励むことができ、年功制により労働者が 1 つ
の企業に長く在籍することで技術力が企業内に蓄積され新たな技術を生み出すことが
でき、そして企業別労働組合によって労働者の生活環境が良くなり、労働者はより一
層労働に励むという循環ができていたからである。こうした日本的雇用慣行により労
働者は 1 つの企業に安心して長く勤務することができ、企業はそれぞれ独自の企業文
化を形成してきたのである。一般的な日本企業における組織文化のメリットとデメリ
ットは以下図 2 の通りである。	
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従業員のメリット	 従業員のデメリット	
長期雇用におけるチームワークの強化	
長期的に同じ企業で働くことで、従業
員同士が情報交換し、お互いの技術や
ノウハウなどを補完	
従業員の質の低下	
よほどのことがない限り、解雇されな
いという安心から労働意欲が欠ける	
上司の命令に対して逆らえない空気感	
上司も従業員も定年まで企業に在籍す
るため、上司に逆らうことで人間関係
の悪化、それに伴う左遷などを恐れる	
年功序列によるモチベーションのアッ
プ	
同じ企業に勤めていれば自動的に役職
や給料が上がる。	
若年層の意欲の低下	
いくら努力しても若いうちは賃金が上
昇することは難しい	
図 2	筆者作	
	
組織の不正に関して注目すべきポイントは、従業員のデメリットである上司に対し
て逆らえない空気感である。西田(1997)は、「日本企業における年功賃金制度や終身雇
用制度は、従業員にとって退職リスクが高いため、上からの命令に不満があっても、
それに従わなければならない」、「これにより、会社の命令によって不祥事が発生する
場合がある(社命絶対主義)。」と述べている。近年はそうでもないが、海外と異なり転
職がまだ一般的ではなかった時代には、企業を辞めることは労働者にとって非常にリ
スクが高いものであった。年功制とは企業に勤めた年数によって役職や給料が上がる
制度のため、転職をすれば長年の努力がリセットされる可能性があるからである。ま
た、退職金制度を導入している企業では、労働者が定年まで働いたことで退職金が満
額出ることになっており、定年前に退職をする場合は満額どころかスズメの涙の退職
金という企業もある。企業自体が、労働者が定年まで勤務することを前提として賃金
制度を設計しているため、労働者にとっては企業を退職することは賃金の観点から見
てリスクが高い。そのため、上司の命令に対して部下は逆らうことができない空気感
が作り上げられるのである。	
  
3.2  ゲーム理論 
本節ではゲーム理論を使用し、２名のプレイヤーが行うゲームにおいて、どのよう
にして 2 名の選択が一致するのか説明する。組織の不正は複数の人間が不正という行
為を選択し実際に不正が行われるが、説明を分かりやすくするために 2 名のプレイヤ
ーとしている。一方、同じ組織の不正を取り扱う第 4 章では展開型ゲームを使用して
組織の不正を説明する。ゲーム理論では 2 名のプレイヤーが同時に複数ある選択肢か
ら 1 つの選択肢を選ぶ同時手番のゲームであるが、展開型ゲームは先行のプレイヤー
がある選択を行い、その次に別のプレイヤーがある選択を行う順番型のゲームである。
組織の不正における組織文化をゲーム理論、展開型ゲームの 2 方向から分析すること
で、組織文化がいかに組織の不正に影響を与えているのかを明らかにする。	
伊藤および共著者である宮原が執筆中の組織の経済学の教科書では、企業文化はゲ
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ーム理論で説明可能であるとした。Weber	and	Camerer（2003）と同様に、「さまざま
な選択可能な行動様式の中から、全てのメンバーが自発的に特定の行動様式に従うの
は企業文化があるためである。」と説明している。特に、「事前に予想していなかった
事態が発生した場合に企業文化は重要な役割を果たす。」と述べている。ここでいう予
想していなかった事態とは、大震災のような非日常事態だけではなく、日常的な業務
においても発生するものをいう。例えば、自動車の生産ラインにおいて急に発生した
トラブルや、時間のない中で意思決定をしなければならない事態などがある。こうし
た事態に適切に対応するための指針として企業文化は機能するのである。しかし、適
切な対応とはあくまでその組織の中で適切とされている対応であり、組織を取り巻く
背景次第では、世の中から見て不適切であると考えられることが適切な対応とされて
いる場合もある。そして不正は発生する。宮原は日本企業における組織文化を図 3 の
利得表を元に説明している。	
	
	
図 3	(出展)	伊藤および共著者である宮原が執筆中の組織の経済学の教科書	
	
上記の利得表はプレイヤーがベテランと若年の 2 名で行うゲームである。各プレイ
ヤーは方法 A、方法 B の 2 つの選択肢を与えられている。各セル内の利得は左側がベ
テラン、右側が若年のものである。なお、S、s、J、j は全て正の値をとり、ベテラン
の利得は S>s>0、若年の利得は J>j>0 とする。	
本利得表ではベテランと若年がともに方法 A を選択する場合、もしくはともに方法
B をとる場合の、2 つのナッシュ均衡が存在する。こうした際、どちらの均衡が実現す
るかはゲームがプレーされる文脈に依存されるとしている。すなわち、このゲームが
日本企業の中でプレーされるのであれば、ベテランを尊重されることが求められ、こ
のゲームではベテラン、若年ともに方法 A を選択するという結果になりやすい。年功
序列、終身雇用という日本的雇用慣行においては若年よりもベテランの意見が尊重さ
れやすく、そのことでコーディネーションが上手くいき、A 均衡が選ばれるのである。
こうした企業文化の存在がコーディネーションの失敗を防ぐ助けとなるのである。例
えば、顧客を接待する場面を想像して欲しい。ベテランはベテランが考える顧客を満
足させるお店を、若年は若年が考える顧客を満足させるお店を選ぼうとする。こうし
た場合、ベテランを尊重するという企業文化によりコーディネーションが上手くいき、
ベテランが考えるお店が接待に使用されることになるのである。しかし、「コーディネ
ーションの失敗を防ぐ=良いこと」ではない。なぜなら、この利得はあくまでこのゲー
ムがプレーされる背景に依存されるものであり、仮に図 3 の方法 A が不正、方法 B が
不正を防ぐという利得であった場合、このゲームの結果が意味する事はベテラン、若
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年ともに不正することを選ぶという意味になるからである。	
 
3.3  事例：三菱自動車リコール隠し 
本節では 2000 年、2004 年に発覚した三菱自動車および三菱ふそうトラック・バス
のリコール隠し事件について説明する。	
三菱自動車は三菱重工業の自動車部門から独立し設立された経緯を持つ自動車メー
カーである。今や不正を起こす企業の代名詞となった三菱自動車であるが、不正が多
発する理由に三菱自動車の組織文化が大きく関与している。三菱自動車は 2000 年、
2004 年に大規模リコールを実施した。長年に渡りリコールすべき重大な欠陥を隠し、
ヤミ改修という秘密裏に行う定期点検をしていたことが発覚したからである。そして、
その隠蔽していた欠陥が原因となり、ハブ破損やクラッチハウジング破損など多数の
事故が発生し、2002 年には 2 件の死亡事故という事件が発生してしまった。この事件
を発端に、三菱自動車の組織文化が世間から大きくかけ離れたものであることが露呈
し、多くの顧客を失った。その後、数回の社長交代、コンプライアンス意識の徹底な
ど、表面上の対策を行ったが、2016 年には今度は燃費を実際よりも良く見せるために
データを改ざんしたことが判明した。三菱自動車の組織文化はもはや変えることがで
きないのではと思わせる事件である。	
2000 年、2004 年に発生したリコール隠し問題では、三菱自動車の社内で欠陥・クレ
ームの二重管理を行っていたことが判明した。「この二重管理とは、ユーザーから寄せ
られたクレーム情報を運輸省(現在の国土交通省)に見せる情報(オープン情報「P」)と
見せない情報(隠匿情報「H」)に分けて管理することである。三菱自動車では、お客様
相談部や各販売会社などに寄せられたユーザーからのクレーム情報は「商連書」とい
う文書にされ、品質保証部に集められていた。品質保証部においてそれら情報は整理、
分析され(H と P に分けられ)、必要に応じてテクニカルセンターレターとしてレスポ
ンスされていたのである。三菱自動車は、リコールによって生じる企業イメージのダ
ウンと多額のコストを逃れるために、このように情報を管理し、定期検査時などにこ
っそり欠陥箇所を修理していた（いわゆるヤミ改修）ようである。」(間島
崇,2007,p.141)	
これがなぜ組織文化によるものなのか。奥山(2005)は自著において三菱自動車内の
エピソードを次のように載せている。「早稲田大学理工学部を 88 年 3 月に卒業した社
員は入社の直後、品質保証部に配属され、『商連書の情報は、表に出していいものと悪
いものがあり、2 つに分けて管理している』と簡単な説明を受けた。『会社はこういう
ことをやっているんだ』、『言われるままにやならければいけないのかな？』、『社会に
嘘を着くのか、それとも会社を辞めるのか』。疑問を抱きながら、やがてそうした意識
は薄れていった。」(p,32)というものである。組織ぐるみの不正の場合、不正に関わる
従業員、もしくは不正を知った従業員の中から、上司に対して提言を行う者がいても
おかしくはない。しかし、入社した直後の新入社員にとって上司に意見するという事
は想像するのが難しい。また、そうした組織文化が育まれた組織において不正を問い
ただす事は自信の出世や昇給を捨てることに等しい。このようにして新入社員は自社
の不正を問いただす事なく、そして自分自身も不正を行っていくことになるのである。
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上司にとっては不正を行うことの利得が不正を行わないことよりも高く、部下にとっ
ても不正を行う、もしくは目をつむることの方が、不正を行わないことよりも利得が
高いゲームとなり、三菱自動車の不正は発生したのである。先にも述べたが三菱自動
車では 2000 年、2004 年以降の 2016 年にも燃費不正が行われていたことから、三菱自
動車の内部では不正を行うことの方が従業員にとって利得が高いという背景が存在し
ていたことを意味するのである。この事例を上司、部下をプレイヤーとしたゲームに
当てはめて検証する。	
	
図 4	筆者作	
	
図 4 のように、上司には不正を行う、不正を止めるという 2 つの選択肢が与えられ
ている。一方、部下には不正を行う、不正を指摘するという 2 つの選択肢が与えられ
ている。各記号は正の値であり、上司の利得は A>B、部下の利得は a>b である。こうし
た利得になる理由として、上司にとって不正を行うことは三菱自動車の社内において
脈々と行われてきたことであり、自身も不正を行うことで将来の出世や昇級が手に入
ると考えたからである。部下にとっても上司と同様の理由である。よって、上司、部
下ともに不正を行うことを選ぶ場合がお互いにとって最も高い利得となるのである。	
また、上司が不正を止める、部下が不正を指摘するを選んだ際にもそれぞれ利得を
得ることができる。理由は、どちらか一方だけが不正を止める・指摘するを選択して
も、あくまで個人の意見となり、組織から疎外されるが、上司・部下ともに同じ意見
であれば、個人の意見としてではなく、組織の意見として上司の先にいる取締役にも
話をすることが可能となるからである。「赤信号一人では渡るのは怖いが、みんなで渡
れば怖くない」と同じ理屈である。こうした理由から、上司・部下ともに同じ選択を
選ぶ場合のみ利得が発生するゲームとなるが、そうでない場合、利得は上司・部下と
もに発生しない。三菱自動車の不正はこうした背景を元にゲームが行われ、2 つあるナ
ッシュ均衡のうち、上司、部下それぞれにとって利得の高い不正を行うという選択が
選ばれたのである。	
図4のゲームは図3のゲームとは異なる構造のコーディネーション・ゲームである。
図 3 ではベテランと若年、2 名のプレイヤーがおり、ベテランと若年にとって最も利
得の高い選択肢は異なっているが、ベテランが尊重されるという組織文化においては
ベテランにとって最も利得の高い選択肢が若年のコーディネーションによって選択さ
れるというものであった。一方で図 4 は図 3 と同様、2 名のプレイヤーであるが、2 名
とも各々最も利得の高い選択肢が同じ場合のゲームである。不正を行うことが正とさ
れている組織文化では、ゲームのプレイヤーは 2 名とも同じ価値観となってしまうこ
と、それによりコーディネーションが成立するということが図 3 と図 4 の異なる点で
ある。	
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4.展開型ゲームによる事例研究 
4.1  展開型ゲーム 
三菱自動車の不正事例では組織文化を利得行列を使ってゲームを表現したが、本章
ではゲームツリー(ゲームの木)を使って表現する。ゲーム理論は 2 名のプレイヤーが
同時に複数ある選択肢から 1 つの選択肢を選ぶ同時手番のゲームであるが、展開型ゲ
ームは先行のプレイヤーがある選択を行い、その次に別のプレイヤーがある選択を行
う順番型のゲームである。組織の不正における組織文化をゲーム理論、展開型ゲーム
の 2 方向から分析することで、組織文化がいかに組織の不正に影響を与えているのか
を明らかにするため、本章では展開型ゲームを使用する。	
	
図 5	筆者作	
	
図 5 を元にゲームツリーとはどのようなものか解説する。ゲームは左から右の時間
軸であり、まず、ゲームは経営者から開始される。経営者は部下に不正を指示しない、
もしくは指示するという選択肢からどちらかを選ぶ。次に従業員の順番となる。従業
員は不正を行う、行わないという選択肢からどちらかを選ぶ。本ゲームは従業員がい
ずれかの選択肢を選択することで終了となる。()内に経営者と従業員の利得が表記さ
れており、()内の左側が経営者の利得、右側が従業員の利得となる。ゲームは左から
右への時間軸であるが、ゲームツリーを使ってゲームを解くにはゲームの右側の結果
から先読みをしてゲームを解くことになる。	
前提条件としてゲームの分析方法を説明するために、便宜的に経営者の利得は
A>B>C>D、従業員の利得は a>b>c>d と仮定する。このゲームを解くにあたり、経営者は
従業員がどの選択肢をとるか考えなければならない。経営者が従業員に不正を指示し
ない場合、従業員が不正を行わなければ従業員の利得は a、従業員が不正を行えば従業
員の利得は b である。ここで従業員の利得は a>b であるため、経営者が従業員へ不正
を指示しなければ、従業員は不正を行わないという選択をすることになる。	
次に、経営者が不正を指示した場合、従業員が不正を行わなければ従業員の利得は
c、不正を行えば従業員の利得は d である。ここで従業員の利得は c>d であるため、経
営者が不正を指示しても、従業員は不正を行わないという選択肢を選ぶことになる。	
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最後に経営者の利得を考える。経営者が不正を指示しなかった場合、経営者の利得
は従業員が不正を行わなければ A、不正を行えば B となる。先ほど、従業員は経営者が
不正を指示しなければ不正を行わないという選択をすることが判明していることより、
経営者が不正を指示しなかった場合の利得は A となる。一方、同様に経営者が不正を
指示した場合、従業員は不正を行わないという選択をすることから、経営者の利得は
C となる。ここで経営者の利得は A>C であることから、経営者は不正を指示しない方
が自身にとって最も高い利得が得られることが分かり、経営者は部下に不正を指示し
ないという選択を行うことになるのである。このように、ゲームツリーではゲームが
展開する先読みを行うことで解くことが可能になる。	
 
4.2  事例：東芝の不正会計 
本節及び次節では近年最も話題となった東芝の不正会計について展開型ゲームを用
いて述べる。	
東芝は 2008 年度から 2014 年度までの間に 1518 億円の利益をかさ上げする不正会
計を行っていた。第三者委員会報告書が不適切会計であると指摘した 1518 億円の内訳
は①インフラ事業における工事原価過少見積もりによる売上計上等、②テレビ事業に
おける損失計上先送り等、③半導体事業の在庫廃棄損非計上、④パソコン事業での委
託先への部品販売益過大計上等によるものであった。なぜ東芝の経営者はこうした不
正に手を染めるようになったのか。そこには原子力事業の失敗と、東芝という名門企
業だからこそ発生する問題があった。	
まず原子力事業の失敗について説明する。東芝は日立製作所、三菱重工と並び、日
本で原子炉を建設できる 3 大メーカーの 1 つである。「原子炉には大きく分けて 2 つの
タイプがある。1 つはウランの核分裂によって発生する熱で生じた蒸気を、直接タービ
ンに当てて発電する BWR(沸騰型)。もう 1 つは、核分裂の熱で一次冷却材の加圧水を
熱し、さらに二次冷却材の軽水で蒸気を作ってタービンを回す PWR(加圧型)である。
BWR は構造がシンプルで安く作れるのが利点だが、放射能を帯びた蒸気を直接タービ
ンに当てるため、保守時や災害時に蒸気が漏れると深刻な事故になる。PWR はタービン
が汚染されにくいのが利点だが、構造が複雑で施設そのものが大きくなる。PWR の方が
過酷事故に強いとされ、現在、世界の原発の七割を占めている。」（大西 2017）	
東芝は日本初の商用原子炉を手がけたメーカーの 1 つであり、国内の実績も豊富で
あったが、全て BWR の原子炉であった。世界の原発が PWR に傾いていく中で、BWR のノ
ウハウしかない東芝はこのままでは世界の原子力事業から遅れをとってしまうために
なんとかしたいと考えていた。そこで出された結論が米原発機器大手であるウエスチ
ングハウス(以下 WH)の買収である。東芝は三菱重工との入札に勝利し、2006 年、WH を
手に入れた。しかし、6600 億円で手に入れた WH が契機となり東芝は不正会計に手を
染めていった。	
WH を買収した最初の 2 年程度は WH が中国や米国向けの原子炉を受注し順調な成果
をあげているかのように思えた。しかし、2001 年のアメリカ同時多発テロ以降、米国
内で新設される原発には安全面に高いハードルが設定され、建設コストは増加してい
った。そして 2011 年の東北大震災によって、世界の原発ビジネスは大きな転換を迎え
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ることになる。それまで順調に進んでいたかのように思えた受注済みの原発に対して、
さらなる安全対策が求められるようになったのである。これにより、増加の一途を辿
っていた原発建設コストが更に増加した。そして世界で建設予定とされていた原発が
全て予定中止となった。これにより、東芝にとって WH は金のなる卵から大きな金食い
虫となり東芝の財務を痛めて行くことになったのである。	
次に名門企業であることから発生した問題について説明する。東芝は日本を代表す
る大企業である。代々、東芝の社長は経団連会長といった日本の経済界の代表である
会合の要職につくことが伝統となっていた。今回の不正会計では歴代 3 人の社長が不
正に絡む事態となっているが、なぜ 3 人もの歴代社長が不正に絡んでいたのか。理由
は、自身が社長の時に東芝において巨額赤字を出したのであれば経団連会長といった
名誉職に就くことができなくなる可能性が高まるからである。そこで、各社長は部下
に対してなんとか赤字を回避(粉飾)するよう、チャレンジという名の下に不正を指示
した。一般企業におけるチャレンジとは高い目標に取り組むことではあるが、東芝の
社員たちは歴代社長からのチャレンジを「不正をしてでも達成しなくてはならない数
字」と捉えるようになり、不正を行っていたのである。	
東芝は日本を代表する企業であり、当然終身雇用の日本的雇用慣行を採用している。
給料は高く、社会的地位も高い。そうした環境で働いている従業員にとっては、上司、
ましては経営者からの命令に従うことは絶対なのである。西田(1997)が説明した「日
本企業における年功賃金制度や終身雇用制度は、従業員にとって退職リスクが高いた
め、上からの命令に不満があっても、それに従わなければならない。」、「これにより、
会社の命令によって不祥事が発生する場合がある(社命絶対主義)。」を体現してしまっ
たのが今回の不正である。	
 
4.3  分析 
東芝の不正が発生した状況を、展開型ゲームを使用して分析する。プレイヤーは経
営者と従業員の 2 名であり、まず経営者が選択肢の中から不正を指示するか、不正を
指示しないか選択し、次に従業員が不正を行うか、行わないかを選択する。従業員が
不正を行わないを選択するか、もしくは不正を行うを選択しゲームが終了する。	
なお、経営者は株主から経営を委任されているので、ゲームは株主、経営者、従業
員の順番となっているが、株主が経営者に求めるものが短期的利益なのか、長期的利
益なのか、それとも別のものかによって経営者の行動は変化するため、今回はゲーム
を単純化するため、プレイヤーは経営者と従業員の 2 名とする。	
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【利得説明】	
・記号は全て正の値とする。	
	
・不正がバレない確率：p	
(p は 1<p とする。)	
	
・経営者が不正を行うことによって得られる便益：B	
(例えば、赤字を隠すことで株価下落を避けられることができ、それによって経営者が
得る名誉や保身等の私的利益を表す。)	
	
・経営者の不正がバレることによって発生するコスト：C	
(例えば、社会からの批判や株価下落といった、不正がバレることで発生する経営者の
評価損失を表す。)	
	
・経営者が不正を指示したにも関わらず、不正が行われなかった際のコスト：R	
(例えば、従業員が不正指示の事実を外部に漏洩することで発生する経営者の評価損失
を表す。)	
	
・従業員が不正を単独で行うことで得られる便益：b0	
(例えば、売上や利益といったノルマからの解放等、従業員が得られる私的利益を表
す。)	
	
・従業員が経営者からの指示により不正を行うことで得られる便益：b1	
(例えば、昇進や昇給といった経営者からの見返り等、従業員の私的利益を表す。)	
	
・b1>b0	
(従業員が不正を行うことで得られる便益については b1>b0と仮定する。)	
	
・従業員が経営者に逆らうことで発生するダメージ：d	
(例えば、左遷や今後一切の昇進・昇級が見込めない等、従業員の私的損失を表す。)	
	
・従業員の不正がバレることによって発生するコスト：c	
(例えば、解雇や減給などの懲罰等、従業員の私的損失を表す。)	
	
【補足説明】	
・b1>b0の理由は、経営者からの指示により従業員が不正を行う場合は、経営者の命令
に応えたとしてその後の昇進や昇給に正の影響を与えるが、従業員が経営者の指示な
しで不正を行った場合には、そもそも経営者から命令されたことに応えたわけではな
いため昇進や昇給といった経営者からの正の影響がないためである。	
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・経営者が不正を指示せず、従業員が不正を行う場合の便益を、不正がバレない場合
は(0,b0)、不正がバレる場合は(-C,b0-c)としている。これは従業員の利得に、経営者
の指示に逆らうことで発生するダメージは発生しないと仮定しているためである。な
ぜなら、そもそも経営者が従業員に不正を行うよう指示していないため、従業員がそ
の指示に逆らっているわけではないからである。経営者から従業員へ不正をしてはい
けないという指示があり、従業員が指示にも関わらず不正を行えばダメージは発生す
るが、今回はこうした状況ではないため、従業員にダメージは発生していないのであ
る。	
図 6	筆者作	
	
図 6 より、まず、経営者が不正を指示しないが、従業員が不正を行う際の期待利得を
算出する。	
期待利得＝(経営者の期待利得	,	従業員の期待利得)	
＝(-C(1-p),b0-c(1-p))	
この期待利得を従業員が不正を行わなかった時の利得 0 と比較すると、従業員が不正
を行うのは b0-c(1-p)>0 の時となる。この式を条件①とする。	
「b0-c(1-p)>0」	 	 		 	 条件①	
	
次に、経営者が不正を指示し、従業員が不正を行う際の期待利得を算出する。	
期待利得＝(経営者の期待利得	,	従業員の期待利得)	
=(B-C(1-p),b1-c(1-p))	
この期待利得を従業員が不正を行わなかった時の期待利得-d と比較すると、従業員が
不正を行うのは b1-c(1-p)>-d の時となる。この式を条件②とする。	
「b1-c(1-p)>-d」	 	 	 	 	条件②	
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ケース 1:【条件①が成立する場合】	
条件①	b0-c(1-p)>0、条件②	b1-c(1-p)>-d を比較すると、条件①が成立するなら②
も成立する。なぜなら、b1>b0であり、-d は負であるからである。もし、条件①が成立
する場合、従業員は指示に関わらず不正を行う。よって、経営者の期待利得は従業員
が不正をする場合の期待利得との比較となる。経営者の期待利得を比較すると以下の
通り。	
・不正を指示しない場合：-C(1-p)		
・不正を指示する場合：	B-C(1-p)	
B>0 により、経営者は従業員に不正を指示することになる。	
	
ケース 2:【条件①は成立しないが、条件②が成立する場合】	
条件①は成立しないが、条件②が成立する場合は、条件①	b0-c(1-p)<0、条件②	b1-
c(1-p)>-d のときである。この場合は b0<c(1-p)<b1+d となる。	
このとき従業員は、(1)経営者が不正を指示しないならば不正を行わず、(2)経営者
が不正を指示するならば不正を行う。	
	
ケース 3：【条件①、条件②ともに成立しない場合】	
条件①、条件②ともに成立しない場合は、条件①	b0-c(1-p)<0	、条件②	b1-c(1-p)<-
d のときである。この場合は条件②が成立しなければ条件①も成立しないので
b1+d<c(1-p)となる。経営者の期待利得を見てみると、経営者が従業員に不正を指示せ
ず、従業員が不正を行わない場合は 0。一方、経営者が従業員に不正を指示するが、従
業員が不正を行わない場合は-R。R は正の値であるため、経営者は従業員に不正を指示
しないことになる。上記 3 ケースを整理すると図 7 の通りとなる。	
	
図 7	筆者作	
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4.4  解釈 
東芝の不正会計は、経営者が原子力事業の赤字を隠すために不正会計を従業員に指
示し、そして従業員は不正を行った。経営者にとっては不正を指示しないで現実の経
営状況を市場に伝えるよりも、不正会計を行うことの方が自身にとっての期待利得が
高いと考えたからである。一方、従業員にとっては、経営者からの不正に従うことの
方が期待利得が高いと考えて不正を行った。経営者からの不正の指示に従うというこ
とは、経営者の意思に逆らわないということであり、東芝という大企業、年功序列、
終身雇用という仕組みの中では経営者に逆らわない方が得だと考えたからと推測でき
る。ではどのような仕組みがあればこうした不正を防ぐことできたのか。	
	
経営者の場合	 	
不正を防ぐにあたり、経営者に対する場合は先ほどの展開型ゲームにおけるケース
2(条件①は成立しないが、条件②が成立する場合)において、経営者の期待利得が B-
C(1-p)<0 であれば、経営者は不正を指示せず、従業員も不正を行わないという結果か
ら 3 点指摘する。	
まず、経営者の不正を行うことによる便益 B を下げるという点である。経営者の便
益である B は具体例として、赤字を隠すことで株価下落を避けられる思惑、自身の名
誉保身等が考えられる。この経営者の便益 B を下げるには、経営者のマインドを変え
る、もしくは経営者を別の人間に変える必要がある。今回の不正事例に関して経営者
が赤字隠しを行った理由は、原発ビジネスの先行き不透明感を隠したかったこと、そ
して赤字となってしまうことで自身の評価を下げたくなかったことが考えられる。東
芝は名門企業であるがゆえ、赤字を世に公表することは経営者として避けたいことで
あったのは間違いない。それは名門に傷を付けてはならないという文化が東芝内にあ
ったからではないかと推測する。加えて、東芝の経営者は代々、日本の経済団体で要
職に着任することから経営者はより一層に赤字を隠したかったのである。	
しかし、時代は変化している。現代社会は悪いことはいち早く公表し、対策を立て
実行することが評価される時代になっている。こうした時代の変化を経営者に理解さ
せることが出来れば、赤字を隠すという不正を行わないはずである。もし、こうした
ことを理解できないのであれば、経営者を変更するということも 1 つの手である。そ
のためには、経営者を選任するにあたって、社内外から有識者を選抜した経営者選任
委員会を組織し、経営者を選任するだけではなく、経営者がおかしな行動をとった際
には経営者を変更できる権限を与えるべきである。これにより、経営者の不正を行う
ことによる便益 B を下げることが可能となる。	
次に、経営者の不正がバレることによって発生するコスト C を上げることが必要で
ある。不正がバレることによって発生するコストには社会からの批判、株価下落、不
正を正すことの追加コスト等が考えられるが、経営者にとって最も大きなコストは社
会からの批判である。社会からの批判により株価は下落し、自身の職を失う可能性が
大きくなる。つまり、社会からの批判を大きくすればするほど、経営者にとっては不
正を指示しない可能性が高まるのである。ひと昔前までは社会からの批判といえばテ
レビと新聞、雑誌がメインであった。しかし、現在は SNS という新たなメディアが発
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達し、テレビのニュースや新聞、雑誌、言い換えれば知識人しか観ないメディアから、
中高生や主婦といった普段は経済に興味のない人たちでも世の中の情報を知り、そし
てその情報に意見を述べることが可能な世の中、国民 1 億総メディア化となっている。
つまり、不正を行うことは世の中全てを敵に回すに等しい世の中となっている。こう
したムーブメントは商品やサービスの不買運動へと発展することもあり、企業の評価
はブランド価値も株価も大幅に毀損される。こうした状況は自動的に不正がバレるこ
とによって発生するコストを上げており、この流れはますます活発になっていくと考
える。企業が何の対策を行わなくても不正がバレることのコストは増加しているので
ある。	
一方、企業自信も企業内部におけるコスト C を上げることが必要である。そのため
に、企業内部における社内規定をより厳格化し、不正を行なった場合はその損害を賠
償してもらうという社内規定を作ることが望ましいと考える。企業の不正は、不正を
行ったとしても企業は損害賠償を求められるが、経営者にはそこまで厳しい賠償を求
められないという状況があるからである。経営者は不正がバレても自身にコストがな
いと考えているからこそ不正を行うのであり、自身にコストがあるのであれば不正は
起こさないよう務める。社内規定のより厳格化が経営者の不正発生によるコストを上
げることになるのである。	
最後に、不正がバレない確率 p を下げる方策が必要である。p を下げることによっ
て不正が発生しにくくなるという議論は 2 通りある。1 つ目は条件①が成り立たず、
②が成り立つという条件に関してである。条件①は成立しないが、条件②が成立する
場合は、条件①	b0-c(1-p)<0、条件②	b1-c(1-p)>-d のときであり、このとき従業員は、
経営者が不正を指示するならば不正を行い、経営者が不正を指示しないならば不正を
行わない。p を下げることによって経営者が不正を行わない可能性が高くなり、従業員
も不正を起こしにくい環境を作り上げることが可能となる。	
2 つ目は条件②が成り立たないという条件に関してである。条件②が成り立たない
場合は、経営者は不正を指示せず、従業員も不正を行わない。p を下げることは不正が
発生しない条件下でさらに不正発生を抑制することになるのである。	
p を下げるためにはモニタリング機能を強化しなくてはならないと考える。今回の
不正に関して境(2016)は次のように述べている。「東芝は 2003 年に他社に先駆けて委
員会設置会社に移行した。社外取締役も招き、コーポレートガバナンスの模範企業と
されて、東芝自身もそれに誇りを持っていた。しかし、実態として、内部統制ガバナ
ンスの設計に欠陥があった。第三者委員会の監視委員会によると、内部統制機能が働
いていなかったと指摘されている。関西委員長は社内の元財務担当であり、経営トッ
プの暴走を防ぐことは困難であった。また、委員には 3 人の社外取締役が入っていた
が、財務・経理に十分な知見を持つものはいなかった。仕組みはあるものの、運用に
問題があり、完全には機能していなかった」。	
東芝は改善報告書(2017)において、①ガバナンスの強化、②社長指名委員会の牽制
機能、③監視委員会の監視機能、④内部監査の独立性、⑤予算統制の見直し、⑥キャ
ッシュフローベースの見直しを行うことを宣言している。経営者の暴走を止めること
ができなかった内部機能を見直し、再発防止を防ぐ仕組みを作ろうとしている。ここ
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で宣言されたことが表面上ではなくきちんと機能することで、経営者が不正を行う確
率を下げることが実現できると考える。	
	
従業員の場合	
では、従業員はどのようにすれば経営者に不正を指示されても不正を実行しないで
済んだのか。図 7 で示した通り、ケース 1 では必ず不正は発生し、ケース 3 では不正
は発生しない。一方、ケース 2 では経営者が不正を指示すれば従業員は不正を行い、
経営者が不正を指示しなければ従業員も不正を行わない。よって、以下図 8 のように、
ケース 1 からケース 2 の(1)、もしくはケース 3 になるようにするということである。
なお、ケース 2 の(2)からケース 2 の(1)にするには経営者の場合で説明していること
である。	
	
図 8	筆者作	
	
ケース 1 の条件をケース 2 の(1)、もしくはケース 3 にするには、不正がバレない確
率 p を下げる、従業員が不正を行うことによって得られる便益 b0・b1 を下げる、また
は従業員の不正がバレることによって発生するコスト c を上げる事が必要である。	
まず、不正がバレない確率 p を下げるためにはモニタリング機能を強化することに
尽きる。例えば、従業員の E メールを AI で管理し、怪しそうなメールは上司が確認で
きる仕組みがあれば従業員はおかしな行動を慎むようになると考える。東芝の不正で
は、会議で経営者から不正の指示があった後、その会議で従業員が経営者から言われ
たことを E メールで関係者に連絡をしていた。組織の不正の場合には少なくとも 2 名
以上の人間が不正に関わり、東芝の事例では不正に関わっていた、不正を知っていた
人間は数十名存在する。そうした社員間の連絡は E メールでされることが多いことよ
り、モニタリング機能として E メールを管理することが不正発生に効果的であると考
える。	
次に、便益 b0・b1 を下げ、コスト c を上げる仕組みとして、企業は従業員が行なっ
 22 
ていた不正が将来判明した際、過去に遡って従業員を罰することができる仕組みが考
えられる。これは、不正が判明した時点から不正を行っていた過去に遡り、給料の返
還や退職を従業員に求めるものであり、こうした仕組みにより従業員はバレないと思
って行った不正を将来にわたって隠し通さなければならないリスクを追うものである。
この仕組みにより、従業員にとって不正を行うことの便益を下げることが可能となる。	
そして、着目すべきは従業員が経営者に逆らうことで発生するダメージ d である。
図 8 の点線で囲った箇所に着目すると、d が高くなるほど不正は発生しやすく、d が低
くなるほど不正は発生しにくくなる。よって、従業員が経営者に逆らうことで発生す
るダメージ d を低くすることが必要である。ダメージ d は左遷や今後一切の昇進・昇
級が見込めない等、従業員の私的損失を表しており、こうした個別の処遇罰をなくす
ことが不正発生の抑制につながるのである。そのためには、過度に経営者へ権力を集
中させない企業統治が求められる。経営者が権力を乱用しないためのモニタリング機
能が必要であることに加え、従業員が経営者より不正を指示され、その指示に逆らっ
たとしても従業員に処罰が加えられない社内規定の整備などが必要であると考える。	
 
5.結論 
不正には個人が単独で行う不正と組織ぐるみで行われる組織の不正という 2 種類の
不正がある。個人の不正に関しては Cressy が提唱した不正発生のトライアングル理論
を元に、不正が発生するメカニズムを説明することができた。不正行為は①動機（不
正行為を実行することを欲する主観的事情）、②機会(不正行為の実行を可能ないし容
易にする客観的事情)、③正当化（不正行為の実行を積極的に是認しようとする主観的
事情）という 3 つの不正リスク要因がすべて揃ったときに発生するという考えである。	
組織ぐるみで行われる組織の不正に関しては、まず、ゲーム理論を使用して三菱自
動車のリコール隠し問題を分析した結果、組織文化が大きく関与していることが明ら
かになった。三菱自動車のリコール隠し問題では、社会人経験がなく企業内ルールに
ついて何もわからない新入社員が、上司から不正の方法を社内のルールとして学び、
何の疑いもなく不正を行っていく過程があった。おかしいことをしていると疑問に思
ったとしても、日本的雇用慣行が敷かれている社内においては上司に意見することは
その組織で生きていけなくなることを意味し、それは社内における意思決定をする上
での重要な要素となっていた。結果、客観的に考えれば誤りである不正という行為が、
上司にとっても部下にとっても最も期待利得の高い選択となり、不正は長年に渡り続
けられてきたのである。	
次に、展開型ゲームを使用して東芝の不正会計問題を解釈した結果、三菱自動車と
同様に組織文化が大きく関係していることが分かった。経営者にとっては名門企業に
おいて自身の代で赤字を公表することは自社の評判を下げるだけではなく、自分自身
の名誉も傷つけることになる。それを避けるためには不正を行う方が自身にとって期
待利得が高いため、不正を行うという選択をとってしまったのである。従業員にとっ
ては東芝という大企業において、上司である経営者からの命令は絶対であり、経営者
の命令に逆らうことは自身の昇進や昇級に大きなダメージとなる。日本的雇用慣行に
よって生じた東芝の組織文化の中においては経営者からの不正指示を実行することの
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方がしないことよりも自身の期待利得が高く、そして不正は実行されたのである。	
以上のことから組織ぐるみの不正発生メカニズムにおいては組織文化が重要な要素
となることが分かった。こうした不正を防ぐためには、経営者や従業員にとっての便
益の価値観を変える必要性、すなわち組織文化の変革が必要である。ただ単にコンプ
ライアンス意識の徹底を行うという取り組みではなく、社内規定で不正を行った際の
処罰を明確に明記し、経営者、従業員にとって不正を選ぶことが合理的ではないとい
うことを企業として宣言すべきである。加えて、従業員の意識変化だけに任せるので
はなく、不正発生を行わないようにするモニタリング機能の導入が必要不可欠である。	
日本企業はその多くが日本的雇用慣行を採用しているが、日本的雇用慣行はメリッ
ト、デメリットの両方を内在しており、三菱自動車、東芝の事例ではそのデメリット
が作用し、不正が行われていたと言える。日本的雇用慣行が一概に悪いとは言えない
が、日本的雇用慣行を組織が維持するのであれば、不正発生を防ぐ施策も必要となる
ことが明らかになった。	
 
6.今後の課題 
組織ぐるみの不正メカニズムが発生する過程において、組織文化が大きな要因とな
ることが明らかになった。また、その中で日本的雇用慣行がデメリットとして作用し
ていることが分かった。一方で、どのような仕組みがあれば日本的雇用慣行を維持し
つつ不正が発生しないのかに関しては本論文では取り上げることができなかった。日
本的雇用慣行が崩壊しつつあるとは言え、いまだに多くの企業(外資系除く)において
は日本的雇用慣行が依然として適用されている。不正が発生しないための制度設計に
関して、自分なりの回答を出せるよう、大学院卒業後も引き続き研究を行っていく。
また、株主が経営者へ何を求めるかによって経営者の行動は変化する。本論文では東
芝の不正発生時における展開型ゲームを作成するにあたって、ゲームを単純化するた
めにプレイヤーは経営者と従業員の 2 名にした。今後は株主をプレイヤーに加え、株
主が経営者に求めるものを短期的利益、長期的利益、それ以外と分けて分析を試みた
い。	
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